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 薬用作物は、生薬の原料となる作物であり、根、

根茎、茎、葉、花、果実、樹皮などを、利用しや

すく、保存や運搬にも便利な形に修治

 生薬は、漢方薬の原料であり、漢方薬は複数の生

薬を組み合わせて作られる

薬用作物とは

〇 漢方製剤等の原料となる生薬は、使用数量は安価で安定的な原料確保のため中国産等の輸入品に依存（約９割）している

が、使用されている生薬の種類で見ると約４割は国産も使用されており、中国産の確保が難しくなっている中で、製薬企業

等からは、生薬の原料となる薬用作物の国内栽培の拡大が期待されている。

〇 薬用作物は、①製薬企業等との契約栽培による安定的収入、②手間の必要な加工調製作業が冬場の農閑期の有効活用により

実施可能、③一時雇用が難しい中で他作物と組み合わせることで周年雇用が可能。また、近年は、④耕作放棄地等の再生利用

や中山間地域の活性化、⑤医福食農連携等の６次産業化に繋がる作物として期待されるなど、複合経営の一品目として経営の

安定化や効率化を図るため、また、地域農業の振興を図るために必要な作物として重要な役割を果たしている。

 生薬は、医薬品医療機器等法上、医薬品として扱わ

れるもの（食品として製造・販売できない）と、医

薬品として扱われないもの（食品として製造・販売

できる）に区分

 生薬を医薬品として使用する場合は、厚生労働大臣

が定める日本薬局方の規格基準（形状や薬効成分含

量等）を満たした上で、契約先の製薬企業の規格基

準も満たす必要

食薬区分、日本薬局方
薬用作物の生産者が経営の中心としている作物状況

経営の中心となる作物 生産者の割合

土地利用作物（米、麦類、豆類） ３１％

工芸作物（いも類、茶、こんにゃく、等） １９％

園芸作物（野菜、果樹、花き） ３１％

薬用作物 １５％

その他 ４％

資料：生産局「薬用作物の生産実態等調査事業」（２３年度実施）

国内製薬企業で使用されてい
る生薬の種類数 うち国産も使用されてい

る生薬数

１７２ ６４

国内製薬企業で使用されている生薬の状況

注：日本漢方生薬製剤協会会員が使用している生薬の種類数であり、平成26
年度の使用量が１トン以上あった生薬である。
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２

○ 生薬は、動植物の部分・細胞内容物・分泌物・抽出物あるいは鉱物で、そのまま薬品として
用い、あるいは製薬の原料とするもの（広辞苑、第６版、岩波書店）

植物由来

鉱物由来

動物由来
ゴオウ

ウシの胆嚢中に生じた結石

カッセキ
天然の粘土鉱物、軟滑石。

主成分は含水ケイ酸アルミ
ニウム及び二酸化ケイ素。

シャクヤク
シャクヤク(ボタン科)の

根を乾燥したもの

【生薬と漢方製剤の製造工程】

濃 縮

調 合

抽 出

固液分離

乾 燥

調 合

修治（切断、加熱、乾燥など）

漢方エキス製剤 煎じ薬

製 剤 化

薬用作物

原料生薬



○ 日本薬局方

➢ 人が経口的に服用するものが、医薬品医療機器等法に規定する医薬品に該当するか否か（食薬区分）は、「無承認無
許可医薬品の指導取締りについて」の別紙「医薬品の範囲に関する基準」により判断。

➢ 生薬の製品の成分本質（原材料）からみた分類

➢ なお、医薬品の該当性は、その目的、成分本質（原材料）等を総合的に検討の上、判断されるものであるので、個別
具体的な判断については、各都道府県薬務主管課にご相談。

➢ 日本薬局方は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下、「医薬品医療機器等
法」という。）第41条第1項の規定に基づき、承認されている医薬品の性状及び品質の適正を図るため、厚生労働大
臣が薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて定める医薬品の規格基準書。

➢ 生薬は300を超える品目が収載されており、医薬品原料として使用する場合は、その規格基準を満たす必要がある。
＜規格基準の一例＞

○ 食薬区分

３

カンゾウ
ウラルカンゾウ(Glycyrrhiza uralensis Fischer）又はスペインカンゾウ（Glycyrrhizaglabra Linné）の根及びストロン、
ときには周皮を除いたものを乾燥したもので、グリチルリチン酸2.0 % 以上を含むもの。

サイコ
ミシマサイコ（Bupleurum falcatum Linné（Umbelliferae））の根を乾燥したもので、総サポニン0.35 % 以上を含む
もの。

センブリ
センブリ（Swertia japonica Makino（Gentianaceae））の開花期の全草を乾燥したもので、スウェルチアマリン2.0 % 
以上を含むもの。

① 専ら医薬品として使
用されるもの

・これらを使用した食べ物は医薬品に該当することから、医薬品医療機器等法上、食品
としての製造・販売を行うことが認められていないものをリスト化
（例）トウキの根（葉は②）、シャクヤクの根（花は②）、ボウフウの根・根茎等

② 医薬品的効能効果を
標榜しない限り医薬品
と判断しないもの

・医薬品医療機器等法上、これらを使用した食品の製造・販売が条件付きで可能なもの
をリスト化
（例）カンゾウの根・ストロン、ウコンの根茎、サンショウの果実・果皮・根等



１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 全体

作物名
ミシマサ
イコ

センキュ
ウ

トウキ
シャクヤ
ク

トリカブ
ト

キハダ オウレン オウギ
ヨロイグ
サ

セネガ

栽培面積
（ha）

１６４ １１７ １０６ ３８ ３５ ３２ ２０ １１ ８ ４ ５７３

４

○ 国内の栽培面積は、漢方製剤等の需要が増加する中で、国産品だけでは需要を賄えず、海外に供給先を求

めた結果、低価格な輸入品が増加したことから、昭和63年度をピークに大幅に減少。

〇 近年、耕作放棄地の再生利用や中山間地域の活性化に繋がる作物として期待されるなど、各地域で産地化

の取組が進んでいるが、各地域に適した栽培技術が確立されていないこと等から栽培面積は横ばいで推移。

【薬用作物（専ら医薬品用）の生産の推移】

注１：本データは、日本漢方生薬製剤協会から提示された専ら医薬品（生薬）に用いられる薬用作物（約30種類）で集計したものである。
注２：本データは、調査に協力を得られた都道府県からの聞き取りを元に作成しており、かつ、その都道府県は毎年一定していない。

資料：（公財）日本特産農産物協会「薬用作物及び和紙原料等に関する資料」

【栽培上位１０作物の栽培面積の状況（28年産）】

資料：（公財）日本特産農産物協会「薬用作物及び和紙原料等に関する資料」
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〇 薬用作物は、北海道から沖縄県に至る全国各地域で栽培されており、特に、大手漢方薬企業の生産・加

工・保管拠点施設がある北海道が全国の栽培面積の約４割を占めている。

５

【薬用作物（専ら医薬品用）栽培面積上位１０県の栽培面積】

資料：日本特産農産物協会「薬用作物及び和紙原料等に関する資料」

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 全国

都道府県 北海道 熊本県 愛媛県 福井県 岩手県 高知県 群馬県 島根県 和歌山県 奈良県

栽培面積（ha） ２３３ ５３ ４１ ２７ ２６ ２６ ２２ １９ １８ １７ ５７３

資料：日本特産農産物協会「薬用作物及び和紙原料等に関する資料」
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【都道府県別の薬用作物（専ら医薬品用）の栽培状況（2８年産）】



現 状 課題・問題点

地域に適した栽培技術が確立
されていない

・国内生産地が衰退しことにより、各地域に適した種苗、栽培技術が失われるとともに、栽
培指導が不足。また、種苗や栽培技術に関する情報が少なくなり、収集も難しい

市販種苗がほとんどない
・JAや種苗会社等ではほとんど販売されておらず、種苗は契約先企業から提供される場合が
多いため、初めて栽培する場合に種苗の入手が難しい

品種育成が進んでいない
・野生種又はそれに近い種苗が使われており、地域適応性が低い
・播種から出芽までの期間が長く、発芽率が低く発芽時期も不斉一なため生育のバラツキが
大きくなり、雑草との競合による初期生育不良の発生や除草管理が難しい。

栽培期間が長いものが多い
・未収益期間があり、新規参入が難しい
・ほ場占有期間が長くなるため、生産性が低い

登録農薬が少ない、機械化が
進んでいない

・手作業が多くなるため、除草や収穫作業等の労働負担やコストが大きくなる
・規模拡大や生産性の向上が難しい

【流通や取引面の課題・問題点】

現 状 課題・問題点

取引市場が存在しない（契約
取引が中心）

・品目別の需給状況や取引価格等の流通情報の収集、取引先の確保が難しい。

契約取引前に、有効成分含量
や安全性の確認が必要

・日本薬局方や企業の規格基準、残留農薬や重金属検査等のクリアが必要。また、契約前の
試験栽培に複数年要するなど、他作物に比べ取引に至るまでにクリアする事項が多く、期間
も長い。

【生産面の課題・問題点】

６



＜対策のポイント＞

薬用作物等の産地形成加速化のため、事前相談窓口の設置、栽培技術確立や優良種苗の安定供給のための実証ほ場の設置、農業機械の改良、
技術アドバイザーの派遣等の取組を支援します。

＜政策目標＞

薬用作物の栽培面積の拡大（524ha（平成27年度）→630ha（平成32年度））

＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．全国的な支援体制の整備

○新たに産地化を検討する地域等の取組を促進させるため、事前相談窓口の設置、

地域相談会（マッチング）の開催、地域の栽培技術指導体制の確立に向けた

栽培技術研修会の開催や技術アドバイザーの派遣を支援します。

２．地域における取組の支援

① 生産体制の強化

地域の気象・土壌条件等に適した品種の選定や栽培マニュアルの作成、栽培技術

確立や優良種苗の安定供給のための実証ほ場の設置、低コスト生産体制の確

立に向けた農業機械等の改良、未収益期間への支援 等

② 需要の創出

消費者・実需者ニーズの把握、実需者等と連携した商品開発等の取組を支援し

ます。

（関連対策）

１薬用作物の国内生産拡大に向けた技術の開発（委託プロジェクト研究）49（58）百万円

２薬剤抵抗性病害虫・難防除雑草等の防除対策の高度化事業 56（53）百万円の内数

［お問い合わせ先］生産局地域対策官（03-6744-2117）

国 民間団体等

補助：定額、１／２以内等
＜事業の流れ＞

１ 全国段階 ２ 地域段階
＜実証ほの設置＞

＜農業機械等の改良＞

このほか、未収益
期間への支援や商
品開発等の取組が
可能。

具体的取組

＜マッチング機会
の提供＞

＜栽培マニュアル
の作成＞

※

電話等での
相談対応や
ＨＰでの
情報提供

薬用作物は耕作放棄地の再生利用等により中山間地域の活性化等に期待され
る作物。一方、漢方製剤等の需要が拡大する中で、中国産の価格が高騰してお
り、実需者からも国内での薬用作物の栽培が望まれている。

現状

・市場がないため、供給先の確保が難しい ・生産や需要等の情報の把握が難しい
・栽培技術指導者が少なく、地域に応じた栽培技術が確立されていない
・専用の農業機械等や登録農薬が少なく手作業が多いため、労働負担が大きい
・栽培期間が長いものが多く収益を得るまでに時間が必要

課題

薬 用 作 物
栽培の手引き

＜技術アドバイ
ザー

の派遣＞

＜相談窓口の設置、
情報提供＞

＜栽培技術指導者
の育成＞

【平成31年度予算概算決定額 1,408（1,450）百万円の内数】

７

http://yakusankyo-n.org/index.htm


１ 新たに薬用作物の栽培に取組む場合
（１）品目の選定や栽培方法を検討したい
① どんな品目が地域に適しているか栽培実証ほの設置
② 地域での薬用作物の栽培普及のための栽培マニュアルの作成
③ 日本薬局方の規格基準に適合しているか確認するための成分分析

（２）試験栽培が終わり、生薬企業と契約を進めているが、未収益期間があることから農家が
不安に感じて契約を進めにくい

① 薬用作物の新植の支援（未収益期間に要する経費の一部を支援（４万円／10a））

２ 既に薬用作物の栽培に取組んでいる場合
（１）作業の省力化を進めたい

① 収穫作業等を機械化するため、既存の農業機械を改良
② 改良した農業機械に対応した栽培マニュアルを作成

（２）産地化に向け、種苗の安定供給が必要
① 優良種苗の安定供給のため、種苗増殖実証ほの設置（３年以内）
② 種苗増殖のための栽培マニュアルの作成

３ 薬用作物の未利用部分（生薬原料にならない部分）を有効活用する場合
（１）消費者ニーズを把握するための調査
（２）実需者と連携した商品開発
（３）薬用作物に対する消費者の理解を促進するためのパンフレット作成

８



取組事項 取組内容

薬
用
作
物
産
地
支
援
協
議
会

地域説明会・相談会の開
催

・農林水産省、厚生労働省、農業・食品産業技術総合研究機構、医薬基
盤・健康・栄養研究所、実需者団体等が連携し、生産者、企業、行政等を
対象に全国８ブロックで開催。各種情報提供、質問・意見、相談を受付。

常時相談窓口の設置
・電話、メール、訪問による需要、栽培技術、種苗等の各種相談に常時対
応

マッチングの支援
・生産者からのマッチング要望票を実需者団体会員へ提供。
・ホームページにマッチングサイトを開設し、生産者側と実需者側相互の
情報を掲載しマッチングを支援（30年度～）。

調査分析 ・薬用作物栽培の手引き作成、取引価格や需要品目調査

専用ホームページによる
各種情報の提供

・生薬の概要・規格、取引状況、国内の栽培状況、栽培方法、栽培手引き、
農業機械の改良状況、産地事例、Q＆Ａ、マッチング支援、技術アドバイザ
－派遣等の各種情報を提供。

技術アドバイザーの派遣
・各地域の要請により、薬用作物の専門技術アドバイザーの派遣事業を実
施（30年度～）

栽培技術研修会の開催
・都道府県普及指導員、市町村職員、ＪＡ鴛鴦指導員等を対象として、現
地研修及び座学（１泊２日）を全国７ブロックで開催。

日本薬用
作物検討
協議会

専用農業機械等の改良・
開発

・播種機、定植機、収穫機、選別機等の改良・開発を実施

〇 ２８年度～３０年度の取組内容

〇 日本漢方生薬製剤協会と全国農業改良普及支援協会で構成される「薬用作物産地支援協議会」、日本漢方
生薬製剤協会会員４企業で構成される「日本薬用作物検討協議会」が設置され、産地化に向けた課題等に対
応した各種取組を実施。

９



＜地域説明会・相談会への参加状況（全国８ブロックで開催）＞

［地域相談会の様子］

［地域説明会の様子］

２８年度 ２９年度 ３０年度

地域説明会参加人数 ４９１人 ４０８人 ３０３人

地域相談会相談件数 ７２件 ６６件 ５１件

＜相談窓口への問合せ状況（電話、メール、訪問）＞

28年度（9月～3月） １７４件（月平均２５件）

29年度 ２５０件（月平均２１件）

30年度（12月時点） １６５件（月平均１８件）

＜専用ホームページへの訪問数等＞

訪問数 閲覧数

28年度
（9月～3月）

3,675（月平均525） 17,579（月平均2,511）

29年度 7,678件（月平均640） 40,628（月平均3,386）

30年度
（12月時点）

10,632件（月平均1,181） 47,860（月平均5,318）

【全国段階の取組の実施状況】

注：25年度～27年度は、農林水産省が中心となって、全国ブロック説明会を実施。

［薬用作物産地支援協会会ホームページ］
注1：訪問数は、ホームページへ訪問した回数である
注2：閲覧数は、ホームページのページを閲覧した回数である。 10



＜実需者とのマッチング（２５年度～２９年度）＞

マッチン
グ要望数

折衝開始
数

折衝成立
数

折衝中

全国 ３７８ １１６ ３６ 14

北海道 １８ １０ 7 1

東北 ８４ １５ 5 1

関東 ３１ ６ 1 2

北陸 ４６ ２３ 7 4

東海 ２５ 8 3 0

近畿 ２８ １１ 3 3

中四国 ６５ ２０ 9 1

九州・
沖縄

８１ ２３ 1 2

注１：補助事業実施する以前の25年度から27年度のマッチングも含む。
注２：マッチング成立後、生産者と製薬企業の間で品質規格クリアの確認
（試験栽培）、取引価格、出荷数量等の取引条件の交渉が行われる。

都道府県 市町村 農協
協議会・生産組
合・農業生産法

人等
企業 その他団体 個人 計

５ ２２ １４ ３６ ３０ ６ ３ １１６

➢ 実需者側の求める品目（使用量多）を栽培希望
➢ 中国産との価格差が小さい品目を生産
➢ 種苗の保有、試作経験があるなど、産地化に近い取組

状況
➢ 生産組合等の組織により、市町村等と連携して生産に

取り組み、産地拡大の可能性が高く、関係者も熱心で
拡大志向がある 等

➢ 産地の希望する価格と折り合いが合わない
➢ 試作経験がない、産地規模が小さいなど、将来的に規

模拡大が見込めない
➢ 試験栽培で品質基準がクリア出来なかった
➢ 個人の取組のため長期間の取引に不安 等

【折衝成立の主な要因】

【折衝開始に至ったマッチング要望票提出者の属性】

【折衝開始に至らなかった主な要因】

➢ 個人の取組で生産規模が小さい
➢ 栽培地が遠距離で企業として指導の徹底等が困難
➢ 直接取引ではなく、卸業者などの通じて取引を希望
➢ 企業が必要とする品目でない

【折衝不成立の主な要因】

11



＜栽培技術研修会の受講状況（全国７ブロックで開催）＞

２８年度 ２９年度 ３０年度

対象品目数 １６品目 ２２品目 １９品目

受講者数 ９５人 １０５人 １００人

［現地研修の様子］＜薬用作物栽培の手引きの作成＞

作成年度 対象作物 内容

２８年度
トウキ、シャクヤク、セン
キュウ、ミシマサイコ、ジオ
ウ

作物概要、生薬規格・品質、
栽培適地、栽培要点、作物特
質、栽培暦、各種作業、登録
農薬 など２９年度

オタネニンジン、サンショウ、
カンゾウ、カノコソウ、ハト
ムギ

注：薬用作物産地支援協議会ＨＰから入手可能

＜専用農業機械等の改良・開発状況＞

＜トウキ実生苗定植機＞改良・開発状況

２９年度 ホソバオケラ株分け機、トリカブト塊根分離機

２８年度 ミシマサイコ播種機、ハッカ収穫機

２７年度 オウギ茎切機、トウキ収穫機、シャクヤク株分割・根分別機

２６年度
オタネニンジン定植機、トウキ実生定植機（中山間、大規模）、ト
リカブト塊根分別機、シャクヤク収穫期

注：薬用作物産地支援協議会ＨＰから資料の入手可能

＜シャクヤク収穫機＞

12



〇 ２８年度～３０年度

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中四国 九州 全国

９地区
４県

１２地区
５県
５地区

４県
６地区

２県
３地区

３県
７地区

７県
１２地区

５県
６地区

３１県
６０地区

＜地域別実施地区数＞

順位 対象作物 地区数 順位 対象作物 地区数

１ トウキ １６ ８ ヨモギ ４

２ カンゾウ １２

１０

カミツレ ３

２ ミシマサイコ １２ カラスビシャク ３

４ シャクヤク １１ ゲンノショウコ ３

５ カノコソウ ８ サフラン ３

６ オタネニンジン ６ ジオウ ３

７ ムラサキ ５ ドクダミ ３

８ センキュウ ４

＜事業実施地区で対象作物とした上位１０品目（全体：５３品目）＞

注：対象作物欄の下線のある作物は、日本漢方生薬製剤協会会員が使用している生薬の国産使用量上位１０品目に
該当する作物である。
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＜事業実施地区における主要な取組の状況＞

耕起・畝立 定植 管理 収穫 洗浄機 乾燥調製 加工 計

２ 6 4 13 9 4 2 40

＜作業別の農業機械等の改良機種数＞

取組内容 実施地区数

実証ほ設置 ６４

栽培マニュアル作成 ３６

農業機械等の改良 ２４

注：実施地区数については、対象作物や取組内容を変更し、同一地区が複数年実施している場合がある。

14

＜栽培実証ほ等の設置に必要な種苗の入手先状況＞

漢方薬
企業等

採取
試験研
究機関

種苗会
社等

生産者
等

生薬関
係団体

植物園 農協 大学 その他

２７％ ２０％ １３％ １３％ ８ ５％ ３％ ３％ ２％ ７％

注：26年度から29年度の事業実施主体による種苗の入手先の割合であり、一つの事業主体が複数先から入手している
場合もある。



公
募

地域 国

事業実施主体が
事業実施計画を作成

事業実施計画の
審査・採択

地域

事業の実施

公募締め切りまでに、地方農
政局等へ事業実施計画を提出

①地方農政局等から事業実施主
体へ事業計画の承認の通知
②事業実施主体からの補助金交
付申請

国からの交付決定通知
を受けた後、事業を実
施

２月～３月 ３月 ４月以降

国

※ 公募については、４月以降実施する場合があります。

１ 事業実施までの手続き

国

事業の評価・
公表

２ 事業実施状況報告及び事業評価

① 事業実施主体は、目標年度翌年の７月末日までに事業
評価報告書を地方農政局等に提出
② 地方農政局等は、事業評価結果を公表。成果目標が達
成されていない場合は、引き続き目標達成に取り組むよう
指導

事業実施状況報
告書の作成

地域

① 事業実施年度から目標年度までの間、毎年（翌7月末まで）、
実施状況報告を提出
② 地方農政局等は、成果目標に対して達成が遅れていると判断
した場合は、事業実施主体を指導

国

事業実施状況の
審査

＜事業実施状況の報告＞ ＜事業評価＞

指導（必要に応じ）

提出

事業の自己評価及
び報告書の作成

地域

指導

提出
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〇 本事業による支援は、各地方農政局等を通じて行われますので、事業の詳細は、以下の各
地方農政局等へお問い合わせください。

＜地方農政局等＞

➢ 北海道農政事務所 生産経営産業部 生産支援課 ０１１－３３０－８８０７
（管轄：北海道）

➢ 東北農政局 園芸特産課 ０２２－２２１－６１９３
（管轄：青森県、岩手県、宮城県、山形県、福島県）

➢ 関東農政局 園芸特産課 ０４８－７４０－０４３４
（管轄：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、静岡県）

➢ 北陸農政局 園芸特産課 ０７６－２３２－４３１４
（管轄：新潟県、富山県、石川県、福井県）

➢ 東海農政局 園芸特産課 ０５２－２２３－４６２４
（管轄：岐阜県、愛知県、三重県）

➢ 近畿農政局 園芸特産課 ０７５－４１４－９０２３
（管轄：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）

➢ 中四国農政局 園芸特産課 ０８６－２２４－９４１３
（管轄：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県）

➢ 九州農政局 園芸特産課 ０９６－３００－６２５０
（管轄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）

➢ 内閣府 沖縄総合事務局 農林水産部 生産振興課 ０９８－８６６－１６５３
（管轄：沖縄県）
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